
川崎市総合計画第２期実施計画　政策体系図

基本
政策 政策 施策 事務事業（○は計画本体に掲載している主な事務事業）

※○以外については、「施策を推進する経常的な事務事業一覧」に取組等を掲載

 基本政策 ４ 活⼒ 魅⼒    ⼒強 都市   
 政策 4-5 魅⼒  都市拠点 整備  

 施策 4-5-1 魅⼒     広域拠点 形成
○ 川崎駅周辺総合整備事業
○ 京急川崎駅周辺地区整備事業
○ 小杉駅周辺地区整備事業
○ 小杉駅交通機能強化等推進事業
○ 新百合ヶ丘駅周辺地区まちづくり推進事業

 施策 4-5-2 個性を活かした地域生活拠点等の整備
○ 新川崎駅 ⿅島⽥駅周辺地区     推進事業
○ 溝口駅周辺地区まちづくり推進事業
○ 鷺沼駅周辺     推進事業
○ 登⼾⼟地区画整理事業
○ 柿生駅周辺地区再開発等事業
○ 南武線沿線まちづくり推進事業
○ 南武支線沿線まちづくり推進事業



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

50,491

0

183,106 65,403

23,476 23,476 23,476

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

162,644 23,850

単位

目標

実績

47,32695,881

魅力ある都市拠点を整備する

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

☑

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

36,000

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

14,436

55,478

51,826 51,826

-

-

55,478 13,711

116,124

-

200,741

127,628

57,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-50,212

29,042 29,755 -

45,390 45,390 45,390

-26,873 136,628

3,091,860

116,124

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①川崎駅周辺総合整備計画に基づく計画的なまちづくりを推進しました。
②大宮町A-2街区に隣接する緑地予定地への民間活力導入による地域の利便性・回遊性向上に向けた取組を推進しました。
③川崎駅東口地区関係権利者等によるまちづくり協議会を4回、現地見学会を１回開催しました。
④大宮町A-2街区における民間開発事業の誘導・促進を行い、令和３年にオフィス棟が完成、商業棟が開業、グランドオープンしま
した。
⑤公共空間を有効活用し、川崎駅東口駅前広場の広告事業を本格実施するとともに、ネーミングライツの実施・北口通路の広告展
開の取組を推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン,まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,総合都市交通計画,新・かわさき観光振
興プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(6)戦略的な資産マネジメント

2,975,736

767,322

562,000

1,455,768

190,646

3,683,494

-

-

-

-

-

0 1,480

事務事業コード

40501010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

506200 まちづくり局拠点整備推進室

事務事業名 政策体系別計画の記載

川崎駅周辺総合整備事業 有

事業開始年度

―

3,799,618

51,826

443,132 206,582 88,879

川崎駅周辺地域及びそこで活動する市民、事業者

本市の玄関口にふさわしい、多様な賑わいや交流を生み出すことで活力と魅力にあふれた広域拠点を形成します。

北口通路等の供用開始を踏まえ、歩いて移動しやすい歩行空間の整備を推進するとともに、民間活力を活かした西口大宮町A-2街
区の開発促進や、建物の高経年化が進む東口の既成市街地等について、計画的かつ段階的な土地利用誘導や既存ストックの有
効活用などを行います。また、公共空間の有効活用による賑わいの創出等に向け、社会実験等の実施に向けた取組を推進します。

①川崎駅周辺総合整備計画に基づく計画的なまちづくりの推進
②駅周辺の利便性・回遊性向上に向けた取組の推進
③川崎駅東口地区の事業化に向けたまちづくり勉強会の実施などの取組の推進
④大宮町A-2街区における民間開発事業の誘導・促進
⑤公共空間の有効活用による賑わいの創出等に向けた取組の推進
・広告事業の本格実施
・ネーミングライツの実施・北口通路の広告展開

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

13.71 6.1 5.34 2.77

208,034237,496

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

7 広域拠点（都市拠点）における公共空間の総合的な有効活用

6,300

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

391,306

98,000

88,000

55,478

149,828

148,915

208,782

192,106156,956

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

川崎駅周辺総合整備計画に基づき、引き続き大宮町A-2街区や公共空間の有効活用等の事業を推進しま
す。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H２７年度：川崎駅周辺総合整備計画の改定
具体的な見直し・改善内容

※過去に見直した履歴も記載
できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

平成１８年に策定した川崎駅周辺総合整備計画に基づくこれまでの取組成果を活かしつつ、少子高齢化の進展や羽田空港の国際
化など、社会経済情勢の変化を踏まえた取組の推進が必要です。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

大宮町A-2街区など民間活力を活かした都市機能の集積や、駅周辺の広告事業をはじめとする公共空間
の有効活用などにより、川崎駅周辺の魅力の向上が図られており、施策への貢献度は高いと考えます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間活力を活かした都市機能の誘導や公共空間の有効活用による財源の確保を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進
しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

川崎駅周辺地区は、川崎の玄関口としてふさわしい都市機能の誘導、都市基盤の整備の推進と賑わいの創出等に向け、より一層
の取組を推進する必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

川崎駅周辺総合整備計画に基づき、事業を推進することで、駅周辺の魅力向上が図られています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 27,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

15,793

0

0

0

15,793

16,363

19,513

15,793397

-

-

事務事業

59,988

19,116

34,909 48,083 210,027

京急川崎駅周辺地区の土地・建物など

川崎の玄関口としてふさわしい商業・業務等を集積することで賑わいを民間主導で創出します。

民間の土地利用転換のタイミングを捉え、狭小敷地が多く低利用に留まっている地区等においては、共同化などによる大街区化を
誘導するとともに、これら民間事業の進捗にあわせて脆弱な都市基盤の再編整備を進めます。

①京浜急行電鉄との包括連携協定に基づく駅周辺のまちづくりと交通結節機能強化に向けた調整・協議
②民間開発事業の誘導・支援
　・川崎駅北口地区第2街区に関する取組の推進
　・京急川崎駅西口地区における事業化に向けた取組の推進
③都市基盤整備に向けた取組の推進

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

5.33 2.25 3.66 3.81

58,30746,903

事務事業コード

40501020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

506200 まちづくり局拠点整備推進室

事務事業名 政策体系別計画の記載

京急川崎駅周辺地区整備事業 有

事業開始年度

―

実施形態 □

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン,まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

15,793

0

0

0

15,793

14,843

-

-

-

-

-

0 0

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

60,938

45,145

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①八丁畷駅前の空地における土地利用については、平成３０年度に締結した京浜急行電鉄、神奈川大学及び市の協定及び、過年
度に実施したワークショップ等における地元の意向調査等を踏まえ、事業実施に向けた関係者等との調整や地下埋設物の切り回し
工事を行いました。
②川崎駅北口地区第2街区について、引き続き建築工事に関する取組を推進しました。京急川崎駅西口地区については、京急川崎
駅周辺地区まちづくり整備方針に基づく京急川崎駅西口地区の戦略的な整備誘導の考え方（令和２年１１月策定）を踏まえ、民間再
開発事業推進に向け、住民説明会や都市計画手続き等に向けた取組を推進しました。
③「京急川崎駅周辺地区まちづくり整備方針」に基づく京急川崎駅西口地区の戦略的な整備誘導の考え方を踏まえ、都市基盤整備
に向け、住民説明会や都市計画手続き等に向けた取組を推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

45,145

-

35,479

15,793

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-38,861

0 3,140 -

31,110 31,110 31,110

-16,363 15,793 39,449

0

19,116 19,116

-

-

0 18,876

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

☑

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

目標

実績

89,250100,699

魅力ある都市拠点を整備する

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

27,197 56,960

単位

R2年度

69,589

0

15,793 177,737

32,290 32,290 32,290

0 120,000



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

京急川崎駅周辺地区まちづくり整備方針に基づく京急川崎駅西口地区の戦略的な整備誘導の考え方（令和２年１１月策定）を踏ま
え、民間再開発事業及び都市基盤整備について住民説明会を行うなど、事業実現に向けて一定の成果が上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

国際都市東京や国際化が進められている羽田空港と直結する地理的優位性を活かし、本市の広域拠点として広域調和型まちづく
りの更なる推進が求められております。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

本事業は、JR川崎駅と京急川崎駅間のアクセス性向上や駅前歩行者空間等の整備による安全・安心の向
上や賑わいの創出等を図るものであり、民間再開発事業及び都市基盤整備について住民説明会を行うな
ど、事業実現に向けて一定の成果が上がっていることから、施策へ貢献していると考えています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

基盤整備の計画や交通管理者等との協議資料作成などの業務を委託することにより、効率的に業務を進めています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

羽田空港等へのアクセス性や地理的優位性を有していますが、都市基盤が脆弱なため、賑わいの創出が図られておらず、JR川崎
駅北口通路開業を踏まえた、両駅間のアクセス向上や安全・安心な駅前歩行者空間の整備が必要です。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

Ｈ２９年度：産業や暮らしを支える沿線の機能強化やさらなる発展、地域活性化の実現に向けて、京浜急行と包括連携協定締結しま
した。
Ｈ２６年度：駅周辺のポテンシャルを活かしたまちづくりを進めるため、京急川崎駅周辺地区まちづくり整備方針を策定しました。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

今後、民間再開発事業の都市計画手続き等に向けた取組や都市計画道路の変更手続き等を推進すること
で、魅力と活力にあふれる広域拠点の形成を進めて行きます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

450,556

712

15,616 83,387

44,155 44,155 44,155

0 22,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

692,962 11,911

単位

目標

実績

56,066491,441

魅力ある都市拠点を整備する

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

☑

計画事業費 計画事業費

□ □ □

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

1,366,400

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

186,569

0

41,206 41,206

-

-

0 1,266

42,011

-

2,403,789

14,904

105,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-35,121

12,320 3,627 -

40,885 40,885 40,885

-878,863 14,904

2,072,009

42,011

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①小杉駅北口地区（駅前広場等）の関係者等との個別の協議・調整を行うなど、駅前広場等の整備に向けた取組を推進しました。
②既存建物の解体や新施設の設計完了・工事着手など総合自治会館跡地等活用や周辺まちづくりの取組を推進しました。
③小杉駅北口地区の関係者等との個別の協議・調整を行うなど、都市計画手続き等に向けた取組を推進しました。
④日本医科大学地区の関係者等との個別の協議・調整を行うなど、開発事業実施に向けた取組を推進しました。（R3.9病院開院）
⑤小杉駅東部地区の関係者等との個別の協議・調整を行うなど、地区計画に基づく誘導、支援を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実施形態 □

都市計画法、都市再開発法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(6)戦略的な資産マネジメント

2,029,998

1,134,152

271,000

31,000

593,846

931,464

-

-

-

-

-

712 25,000

事務事業コード

40501040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

506200 まちづくり局拠点整備推進室

事務事業名 政策体系別計画の記載

小杉駅周辺地区整備事業 有

事業開始年度

―

973,475

41,206

1,538,920 59,771 127,542

市民

民間開発事業の適切な誘導と支援により、商業、業務、都市型住宅、公共公益施設などがコンパクトに集約した、広域拠点としてふ
さわしい都市拠点の形成を図ります。

市街地再開発事業や地区計画など都市計画を活用した民間開発事業を推進し、道路、公園等の都市基盤整備を推進するととも
に、商業・業務、医療・福祉、文化・交流機能など、多くの都市機能が集積した誰もが暮らしやすいまちづくりを推進します。

①小杉駅北口地区（駅前広場等）の関係者等との協議・調整に基づく取組の推進
②国道409号拡幅事業にあわせた総合自治会館跡地等活用や周辺まちづくりの取組の推進
　・土地利用方針に基づく取組の推進
　・周辺まちづくりの動向を踏まえた調整・誘導
③小杉駅北口地区に関する都市計画手続き等の取組の推進
④日本医科大学地区の取組の推進
⑤小杉駅東部地区の地区計画に基づく誘導、支援

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

4.96 4.85 4.81 5.21

733,84756,501

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

7 広域拠点（都市拠点）における公共空間の総合的な有効活用

228,360

0 32,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

1,497,714

1,007,886

71,000

8,000

410,828

2,362,583

3,204,845

15,6163,163,639

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

広域拠点の形成に向けた都市機能の集積や基盤整備等について、今後も民間開発事業を的確に捉え適
切に誘導を図りながら、都市の活力向上による持続可能なまちづくりを推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

高齢化が進展した人口減少社会を見据え、誰もが便利に公共サービスを受けられるよう、さまざまな都市機能を駅周辺に効率的に
集約・整備するとともに、駅へのアクセス性を高める幹線道路等の都市基盤の整備を進め、利便性の高い都市生活環境を備えた活
力と魅力に溢れた広域拠点の形成を推進していく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

駅直結の大規模商業施設や都市型住宅等の整備、公共公益施設の再整備、道路や駅前広場の整備等に
より、都市の活力や駅周辺の利便性が大きく向上しており、誰もが暮らしやすい、活力と魅力に溢れた広域
拠点の形成に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

地区の骨格を形成する事業について重点的に支援し、都市計画手法等を用いて民間開発事業を誘発することで、波及効果の高い
効率的なまちづくりの推進を図っています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

小杉駅周辺については、開発の契機をとらえ都市機能の集約や基盤整備を進めており、今後も引き続き民間開発を適切に誘導・支
援することで、利便性の高い都市生活環境を備えた誰もが暮らしやすいまちづくりを推進していく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

駅直結の大規模商業施設や都市型住宅等の整備、公共公益施設の再整備、道路や駅前広場の整備等により、都市の活力や駅周
辺の利便性が大きく向上しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

71,832

0

12,501 105,585

18,221 18,221 18,221

0 16,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

43,580 88,044

単位

目標

実績

106,26590,107

魅力ある都市拠点を整備する

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

20,832

0

18,266 18,266

-

-

0 79,000

18,634

-

1,159,893

12,501

403,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-10,585

700,000 48,000 -

18,275 18,275 18,275

-38,627 12,501

31,135

18,634

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①平成３０年７月に鉄道事業者と締結したＪＲ横須賀線下りホーム新設（２面２線化）及び新規改札口設置に向けた覚書等に基づ
き、鉄道事業者と連携して、下りホーム新設工事の取組を推進し、下りホームと新規改札口においてそれぞれ必要となる雨水流出
抑制施設の工事に着手し、新規改札口の設計が完了しました。
②鉄道駅ホームドア等整備事業との連携により、令和４年３月にＪＲ南武線武蔵小杉駅のホームドアの整備が完了しました。
③平成３０年度に小杉駅混雑対策担当を組織し、混雑・安全対策等に関する協議・調整を推進しています。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

12,501

0

0

0

12,501

15,339

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

40501045

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 政策推進計画等（策定・進行管理）

503500 まちづくり局交通政策室

事務事業名 政策体系別計画の記載

小杉駅交通機能強化等推進事業 有

事業開始年度

平成３０年度

33,973

18,266

30,767 30,722 123,806

市民、鉄道事業者、来訪者など

混雑緩和に向けた抜本対策により、武蔵小杉駅及び駅周辺の安全性・利便性向上を図ります。

鉄道事業者等と連携し、交通基盤の強化に取り組みます。

①安全性・利便性向上に向けた抜本的な対策に関する協議・調整及び取組の推進
②安全性・利便性向上に向けた早期に着手可能な対策の実施
③新たな組織体制による協議・調整の実施

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

2.2 2.15 2.15 2.15

61,85530,776

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 3,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

12,501

0

0

0

12,501

1,141,627

608,995

12,501590,729

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

安全性・利便性向上に向けた抜本的な対策について、鉄道事業者と連携して工事等を進め、早期の供用開
始を目指していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

ＪＲ横須賀線武蔵小杉駅開業以降、ラッシュ時には駅構内及び駅周辺で混雑が生じているため、武蔵小杉駅の混雑に対する安全
性・利便性向上が必要な状況が続いています。また、駅周辺の歩道でも混雑が生じているとともに、南武線北側からＪＲ横須賀線武
蔵小杉駅へのアクセスの改善が望まれています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

安全性・利便性向上を図るための抜本的な対策であるＪＲ横須賀線下りホーム新設（２面２線化）及び新規
改札口設置に向け、下りホーム新設工事及び雨水流出抑制施設工事を推進し、新規改札口の設計を完了
するなど、施策に貢献しました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・設計委託等において、民間活用を実施しています。
・平成３０年度から交通政策室に小杉駅混雑対策担当を組織し、関係機関との窓口の一本化による協議の迅速化を図るとともに、
庁内横断的な情報の共有化を図りながら協議・調整を実施しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

ＪＲ横須賀線武蔵小杉駅開業以降、武蔵小杉駅の交通結節機能と駅周辺のポテンシャルが高まっている一方で、ラッシュ時には駅
構内及び駅周辺で混雑が生じているため、混雑緩和とともに、安全性や利便性の向上に向けて、鉄道事業者との適切な役割分担
のもと、連携して取り組んでいく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

・鉄道事業者との連携のもと、抜本的な対策となる下りホーム新設等の工事の推進、新規改札口設計の完成など、駅及び駅周辺の
安全性・利便性向上に向けて事業は着実に進捗しています。
・鉄道駅ホームドア等整備事業との連携により、早期に着手可能な対策としてＪＲ南武線ホームのホームドア整備が完了しました。
令和４年３月にＪＲ南武線武蔵小杉駅のホームドアの整備が完了しました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

7 広域拠点（都市拠点）における公共空間の総合的な有効活用

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

5,286

0

0

0

5,286

6,000

10,807

5,2864,180

-

-

事務事業

5,943

6,627

11,913 15,032 17,176

市民、鉄道駅利用者など

新百合ヶ丘駅周辺の地域資源を活かした、賑わいのあるまちづくりを進めることで、より質の高い魅力ある広域拠点の形成を図りま
す。

　横浜市高速鉄道３号線延伸など周辺環境等の変化を見据え、民間活力を活かした土地利用転換の誘導と交通結節機能の強化、
駅周辺の回遊性の向上を目指し、ハード・ソフト両面での総合的な取組を推進します。

①駅周辺地区のまちづくり方針の策定
②民間開発の誘導
③小田急電鉄との包括連携協定に基づく駅周辺の魅力の増進に向けた取組の推進

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

0.3 0.78 0.95 1.15

12,34313,361

事務事業コード

40501050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

新百合ヶ丘駅周辺地区まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(6)戦略的な資産マネジメント

5,286

0

0

0

5,286

3,402

-

-

-

-

-

0 0

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

7,827

2,541

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①新型コロナウイルス感染症の影響による社会変容や横浜市高速鉄道３号線延伸の動向を踏まえ、現時点では将来の社会変容を
適切に捉えた方針を策定することが難しいことから、地域の意見や要望を踏まえた視点や進め方を駅周辺まちづくり方針の基本的
考え方としてとりまとめました。
②新百合ヶ丘エリアマネジメントコンソーシアム等とハード・ソフト両面で、今後のまちづくりに向けた意見交換を行いました。
③MaaSアプリ「EMot」を活用した移動創出や新百合ヶ丘駅近くの公園などにおけるオープンスペース活用について、実証等を実施
しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2,541

-

12,627

5,286

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-7,430

0 0 -

8,075 8,075 8,075

-6,000 5,286 6,000

0

6,627 6,627

-

-

0 0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

☑

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

目標

実績

16,11314,075

魅力ある都市拠点を整備する

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

4,268 6,367

単位

R2年度

6,000

0

5,286 7,430

9,746 9,746 9,746

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

施策の成果指標である「駅平均乗車人員」は、新型コロナウイルス感染症の影響により大幅に減少しましたが、「駅周辺人口」は目
標値を上回るなど、事業の成果は徐々に上がってきています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

　横浜市高速鉄道３号線延伸など周辺環境等の変化を見据え、新たな土地利用転換などに伴う適切な誘導や交通環境改善を図る
ため、駅周辺地区の現況を把握した上で、ターミナル駅にふさわしい交通結節機能等に関する検討を行う必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

社会環境の変化を踏まえた基本的考え方のとりまとめや、エリアマネジメントコンソーシアム等と意見交換を
図るなど、魅力ある広域拠点の形成に資する取組を進めることができたことから、まちづくりに貢献している
と考えます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間開発の誘導については、委託などにより民間を活用し、適切な事業手法等を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進し
ていきます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

新百合ヶ丘駅周辺地区は、本市の広域拠点として、横浜市高速鉄道３号線延伸の機会を適切に捉え、土地利用更新等の周辺環境
等の変化を見据えた、適切な土地利用転換の誘導と交通結節機能の強化に向けた取組を進める必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 28 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H28年度：新百合ヶ丘駅南口駅前広場における再整備を行いました。
H27年度：新百合ヶ丘駅北口駅前広場内における、一般車等の利用の変更を行いました。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

横浜市高速鉄道３号線延伸の機会を適切に捉え、周辺環境等の変化に合わせながら、新百合ヶ丘駅周辺
のまちづくりの検討を進め、広域拠点として相応しい土地利用誘導を継続して行っていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

1,939

0

2,585 1,939

13,221 13,221 13,221

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

1,815 1,353

単位

目標

実績

14,57412,564

魅力ある都市拠点を整備する

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

☑

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

1,549

390

11,130 11,130

-

-

390 390

7,792

-

13,432

2,195

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-1,549

390 390 -

10,625 10,625 10,625

-1,912 2,195

10,377

7,792

H30年度目標・実績

ほぼ目標通り達成できました。
①新川崎Ｆ地区における開発事業について、地区計画に基づく取組の実現に向けた協議・調整を実施しました。
②エリアマネジメント組織等とハード・ソフト面での意見交換なども実施しながら、民間開発の誘導を継続して行いました。
③管理地を適切に管理するとともに、公共空間の新たな使い方・可能性について過年度の管理運営方法の検討を踏まえ、庁内協
議・検討を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実施形態 □

都市計画法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

2,585

0

0

128

2,457

2,218

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

40502010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

新川崎駅・鹿島田駅周辺地区まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

10,010

11,130

13,715 15,806 15,160

市民

幸区全体の活性化を促す「核」としての地域生活拠点の形成を図ることで、エリアの魅力を高めます。

利便性の高い拠点形成に向けた取組を推進します。

①新川崎地区地区計画に基づく土地利用誘導の推進
②民間開発の誘導
③鹿島田駅前管理地の維持管理及び利活用の検討・実施

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

0.92 1.31 1.25 1.56

12,44013,210

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

2,585

0

0

390

2,195

2,302

13,783

2,5852,653

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

民間開発の動向を注視しながら、新型コロナウィルスなどによる社会変容等を踏まえ、駅周辺の魅力の増
進に向けた協議・調整を図り、地域生活拠点として相応しい土地利用誘導を継続して行っていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H28年度：鹿島田駅西部地区市街地再開発事業により、都市計画道路や歩行者デッキなどの都市基盤を整備しました。また、併せ
て商業・都市型住宅などの都市機能の充実を図りました。
H26年度：新川崎地区の事業により、駅前広場、道路などの都市基盤を整備しました。また、地区内において、研究開発機関、商業・
都市型住宅等の都市機能の充実を図りました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 28 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

今後も引き続き、これまでの拠点整備の波及効果を効率的かつ効果的に活用するとともに、新型コロナウィルスなどによる社会変
容等を踏まえ、地域特性や個性を活かした地域生活拠点の形成に取り組む必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

新川崎Ｆ地区における地区計画に基づく取組の実現に向けた協議調整や、「鹿島田デイズ」との連携など、
個性を生かした魅力ある地域生活拠点の形成に資する取組を進めることが出来たため、施策への貢献が
ありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間開発の誘導については、委託などにより、適切な事業手法を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

新川崎・鹿島田駅周辺地区は、本市の地域生活拠点であるにもかかわらず、商店街の衰退や狭あい道路などを踏まえた災害時の
対応など、地域課題解決に向けた取組を推進する必要が必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

新川崎地区における民間開発や鹿島田駅前管理地における利活用の推進により、個性豊かで魅力ある地域として、事業の効果は
徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

0

0

0 0

3,390 3,390 3,390

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

0 0

単位

目標

実績

3,3903,400

魅力ある都市拠点を整備する

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

☑

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

0

0

3,398 3,398

-

-

0 0

3,388

-

3,398

0

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-0

0 0 -

3,400 3,400 3,400

-0 0

3,388

3,388

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①民間開発の動向を注視しながら、地域生活拠点としてふさわしい土地利用誘導を継続して行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

0

0

0

0

0

0

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

40502020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

－ その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

溝口駅周辺地区まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

3,388

3,398

3,398 3,390 3,390

市民、鉄道駅利用者など

高津区全体の活性化を促す「核」としての地域生活拠点の形成を図ることで、エリアの魅力を高めます。

歴史的・文化的資源と民間活力を活かしたまちづくりを推進します。

①駅周辺の魅力の増進に向けた民間開発の誘導

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

0.4 0.4 0.4 0.4

3,4003,400

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

0

0

0

0

0

0

3,398

00

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

民間開発の動向を注視しながら、駅周辺の魅力の増進に向けた協議・調整を図ることで、地域生活拠点と
して相応しい土地利用誘導を継続して行っていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H28年度：
・バスシェルターにソーラーパネルを設置し、地下駐輪場の照明の電力に使用しました。
・保水性平板ブロックや遮熱性舗装を採用しヒートアイランド現象等の環境に配慮しました。
・交通結節機能の強化を図るため、溝口駅南口駅前広場の整備を行いました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 28 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

これまでの拠点整備の波及効果を効率的かつ効果的に活用しながら、今後も引き続き、地域特性や個性を活かした地域生活拠点
の形成に取り組む必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

民間開発の動向を注視し適切に土地利用誘導を図ることで、個性を活かした魅力ある地域生活拠点の形
成に資する取組を進めることができたことから、施策に貢献していると考えます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間開発の誘導については、委託などにより適切な事業手法等を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進していきます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

溝口駅周辺地区は、駅前広場整備などの効果を活かすことが必要であり、本市の地域生活拠点として、歴史的・文化的資源と民間
活力を活かしたまちづくりを進める必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

南口広場の整備によるバスバースの拡充等に伴い、バス便の増強が図られるなど、事業の成果は徐々に上がってきています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 73,000

0 65,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

78,219

37,970

0

0

40,249

13,000

23,028

515,5496,886

-

-

事務事業

36,901

16,142

94,361 535,550 23,030

市民、地権者等

宮前区全体の活性化を促す「核」としての地域生活拠点の形成を図ることで、エリアの魅力を高めます。

民間活力を活かした駅前広場の再整備等による、鷺沼駅周辺を中心に商業、都市型住宅、文化・交流など多様な都市機能の集積
及び交通結節機能の強化に向けた取組を推進します。

①鷺沼駅前地区市街地再開発事業の工事着手
②東京急行電鉄との包括連携協定に基づく駅周辺の魅力の増進に向けた取組の推進
③鷺沼駅周辺地区の民間開発の誘導

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1.63 1.9 2.16 2.36

19,884533,909

事務事業コード

40502030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

鷺沼駅周辺まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

24,000

0

0

0

24,000

23,095

-

-

-

-

-

256,635 0

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

37,806

13,806

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成しました。
①「新型コロナ危機を契機とした社会ニーズの変化」等に対応するため、事業者から市に対して「再開発計画の検証」に関する申入
れが提出され、その申入れや国が公表した「まちづくりの方向性」を踏まえ、施設計画や機能の検証を行うなど、都市計画手続きの
再開に向けた取組を推進しました。
②包括連携協定に基づき、鷺沼駅前再開発及び宮前区のミライづくりＰＪの円滑かつ効果的な事業推進に取組みました。
③駅周辺の事業者等に対して、再編整備の趣旨や工程等を説明するなど、再開発の機運を捉えた周辺市街地との連携、活性化に
向けた取組を推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

13,806

-

29,142

258,914

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-3,029

0 8,000 -

18,360 18,360 18,360

-13,000 258,914 3,500

0

16,142 16,142

-

-

0 0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

目標

実績

22,338167,860

魅力ある都市拠点を整備する

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

①鷺沼駅前地区市街地再開発事業の都市計画手続の推進【変更】

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

1,524 2,337

単位

R2年度

149,500

256,635

515,549 3,029

20,001 20,001 20,001

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

　再開発事業の実施に向け、都市計画手続きの再開に向けた取組を進めるなど、事業の成果は徐々に上がってきています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

　鷺沼駅北口改札の開設や歩行者信号機の設置等により、安全性向上など一定の改善が図られていますが、バスやタクシーなど
の輻輳や、歩行者の駅アクセス性の向上など、未だに課題があります。また、沿線開発から50年以上経過する地域もあり、今後沿
線人口の高齢化や建物の高経年化の進展などが予想され、新たな課題に対応する必要があります。
また、新型コロナ危機を契機として、ニューノーマルに対応したまちづくりが必要になっています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

　再開発事業の実施に向け、都市計画手続きの再開に向けた取組を推進するなど、エリアの魅力向上に資
する事業実施に向けた取組を進めることができたことから、施策への貢献はややありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間開発の誘導については、委託などにより民間を活用し、適切な事業手法等を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進し
ていきます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

鷺沼駅周辺は、地域生活拠点として位置づけられていますが、住民の高齢化や建物の老朽化、駅アクセス等の課題が残されてお
り、土地の高度利用も図られていないため、引き続き、多様な都市機能の集積と交通結節機能の強化に向けた取組を推進する必
要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R2年度：新型コロナ危機を契機とした再開発事業の施設計画や機能の検証について公表
H27年度：川崎市内における「東急沿線まちづくり」の連携・協力に関する包括協定を締結し、鉄道事業者との連携協力体制を構築

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

　駅を中心に多様なライフスタイルに対応した都市機能集積及び交通結節機能の強化に向け、鷺沼駅周辺
再編整備に伴う公共機能に関する基本方針を踏まえ、「ウィズ・コロナ」における行動様式や意識の変化な
ど新しい日常となるニューノーマルに対応したまちづくりの推進に向け、検証を行った上で市街地再開発事
業の実施に向けて、都市計画手続きなどの取組を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

7,991,000

530,763

3,039,580 6,874,284

217,808 217,808 217,808

1,666,000 3,866,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

予決算
（単位：
千円）

6,895,969 7,606,572

単位

60

目標

実績

7,824,3808,209,450

魅力ある都市拠点を整備する

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

事業後の総宅地面積（約26ヘクタール）のうち、事業の施行により宅地が整備され、権利者が土地を
使用できる状態となった面積の割合

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

1,253,949

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

796,120

225,000

201,355 201,355

-

-

100,000 784,105

200,739

-

8,574,899

531,107

5,578,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-794,050

1,031,070 949,199 -

218,450 218,450 218,450

-510,525 530,014

7,571,645

200,739

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①既着手の集団移転エリアである９地区について、着実に事業を推進したことで、宅地使用開始面積率は目標をやや上回る７９％
を達成することができました。
②登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区まちづくりビジョンを策定するとともに、登戸２号線及び登栄会商店街の良好な沿道の魅力ある街並
みを形成するため、勉強会を開催し、関係権利者とともに通りの将来像等を取りまとめました。また、区画整理区域内の空き地等を
暫定活用した賑わい創出等を創出する取組（「ミライノバ」）を開始しました。さらに、登戸駅及び向ヶ丘遊園駅の駅前の賑わいと魅
力の創出に向け、建物共同化を実現するため、関係権利者、民間事業者等との協議調整を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

60

63

77

79

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

宅地使用開始面積率

説明

70

72
％

実施形態 ☑

土地区画整理法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,情報化推進プラン,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

7,370,906

1,071,850

4,199,000

1,635,407

464,649

7,292,405

-

-

-

-

-

742,473 1,430,129

事務事業コード

40502040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

令和７年度 その他 ―

506100 まちづくり局登戸区画整理事務所

事務事業名 政策体系別計画の記載

登戸土地区画整理事業 有

事業開始年度

昭和６３年度

57

7,493,144

201,355

3,216,251 3,257,388 7,092,092

市民、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区

都市計画道路や駅前広場などの主要な交通幹線網の整備や、地域の生活基盤となる区画道路・公園の整備とあわせて、土地の整
形化や建物の更新を図ることで、地区の拠点形成や防災性の向上・生活環境の改善を推進します。

令和７年度の建築物等の移転及び基盤整備完了に向けて、骨格となる幹線道路や駅前周辺等、整備効果の高い箇所の整備を重
点的に進めるとともに、効果的な事業手法である集団移転の活用により事業を推進します。

①整備プログラムに基づく集団移転の活用による事業の推進（宅地使用開始面積率77％）
②多摩区の玄関口にふさわしいまちの賑わい創出に向けたまちづくり誘導等の取組の推進

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

23.7 23.7 25.7 25.7

7,114,4193,130,227

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

11 登戸土地区画整理事業補償業務等執行体制の見直し

1,611,681

1,626,000 4,634,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

3,014,896

388,237

1,930,000

287,500

409,159

8,373,544

6,661,145

2,911,7776,459,790

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

引き続き、事業を着実に進めるため、集団移転の実施により集中している移転補償交渉業務や、今後さら
に集中する道路整備に係る工事設計監督業務などに適切に対応し、事業完了に向けた取組を推進してい
きます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

Ｈ２７年度：事業計画を変更し、事業施行期間を令和7年度末まで延伸しました。
Ｈ２５年度～：集団移転手法を活用した効率的・効果的な事業推進を図るため、補償交渉支援業務を導入しました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

事業の早期完了に向け、事業を着実に推進する必要があります。平成２５年度より民間事業者を活用した補償交渉支援業務を導入
しており、その効果検証を踏まえ、引き続き効率的・効果的な事業の推進が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

現在着手している複数の集団移転が円滑に進んでいることで、事業の推進を示す宅地使用開始面積が目
標を上回って達成できたことから、施策への貢献があります。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間活力による補償支援業務を導入したことにより、集中する補償業務への対応が図られているとともに、集団移転の推進や、移
転補償交渉等に係るノウハウの活用を通じて、事業推進に寄与しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

防災性の向上や生活環境の改善を図るため、施行者として行政が効率的・効果的に事業を進めていく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

活動指標は目標値を上回り達成しています。今後とも集団移転を確実に進め、事業を推進します。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

39,215

0

0

0

39,215

43,677

57,089

39,21541,032

-

-

事務事業

47,428

16,057

55,272 54,809 51,129

市民、鉄道駅利用者、事業施行区域内の権利者等

柿生駅周辺の再開発等を進めることで、駅を中心に多様なライフスタイルを支え、誰もが安全・安心に暮らせる魅力あるまちづくりを
推進します。

民間活力を活かした市街地再開発事業により、多様なライフスタイルに対応した都市機能の集積と交通結節機能の強化、駅周辺の
歩行者等の安全性の確保に向けた取組を推進します。

①「柿生駅周辺地区まちづくりビジョン」に基づく事業推進
②南口市街地再開発事業の取組の推進
③バス暫定広場の維持管理

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1.44 1.89 1.93 1.84

51,45655,620

事務事業コード

40502050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

柿生駅周辺地区再開発等事業 有

事業開始年度

―

実施形態 □

都市計画法、都市再開発法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

39,215

0

0

0

39,215

35,231

-

-

-

-

-

0 0

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

51,412

12,197

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①まちづくりビジョンに基づき、駅南北の機能分担などを踏まえ、地域課題の解決に資するよう、柿生駅周辺地区の事業手法などに
関する検討を行いました。
②再開発事業の事業化に向けた地元調整を着実に進めるとともに、それらを踏まえ、都市計画手続きに向けて、事業推進に伴う計
画案に関する調整などを行い、取組を進めました。
③バス暫定広場について、日常的な清掃業務やクラック補修などを行うなど、適切に維持管理を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

12,197

-

59,734

39,215

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-35,535

0 0 -

16,405 16,405 16,405

-43,677 39,215 35,565

0

16,057 16,057

-

-

0 0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

☑

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

目標

実績

51,08051,970

魅力ある都市拠点を整備する

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

35,051 35,486

単位

R2年度

35,565

0

39,215 35,535

15,594 15,594 15,594

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

柿生駅南口の再開発事業の進捗に合わせ、周辺街区においてもまちづくりの機運が高まってきており、取組の成果は上がってきて
います。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

柿生駅南口・北口地区ともに、商業などの生活利便施設の不足や駅前広場をはじめとした都市基盤施設の脆弱性などの課題が多
く、今後迎える人口減少、超高齢社会の到来に向けて、多様なライフスタイルに対応した身近な駅を中心とした拠点形成を推進する
とともに、新型コロナウィルスなどによる社会変容等を踏まえ、まちづくりを進める必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

再開発事業の事業化に向けた取組や、バス暫定広場の維持管理を適切に行ったことにより、身近な地域が
連携した住みやすく暮らしやすいまちづくりの推進に寄与しているため、施策への貢献がありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

事業の円滑な推進にあたり、再開発準備組合との役割分担の明確化や委託による民間の活用を行っており、効率的かつ効果的に
事業を推進しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

柿生駅の南口については、商店街の衰退により活気や賑わいが不足するなど、駅前に相応しい土地利用がされていないことや、駅
前広場や歩道などの都市基盤が脆弱であることから、今後も積極的に駅周辺のまちづくりを推進していく必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H29年度：新準備組合主催による地域住民に対する第１回事業計画説明会の実施
　　　　　　　　　「柿生駅周辺地区まちづくりビジョン」の策定
H28年度：昭和63年に設立された再開発準備組合を発展的に解散し、新たな準備組合を設立

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

駅を中心とした多様なライフスタイルに応じた都市機能の集積や都市基盤の整備、新型コロナウィルスなど
による社会変容等を踏まえ、再開発準備組合と連携を強化しながら、南口再開発事業の実施に向けて都市
計画手続き等の取組を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

2,500

0

0

0

2,500

3,400

13,535

2,5002,915

-

-

事務事業

11,223

10,620

13,120 12,840 13,130

市民、鉄道駅利用者など

南武線沿線における駅を中心とした適切な土地利用誘導を行うことで、魅力あるまちづくりの推進を図ります。

南武線連続立体交差事業との連携を図りながら、沿線の土地利用転換を戦略的・機動的に誘導し、駅前の顔づくりの誘導や駅まで
のアクセス向上など、民間活力を活かしたまちづくりを推進します。

①「南武線沿線まちづくり方針」に基づく取組の推進
②戦略的誘導地区における適切な土地利用の誘導
　・西加瀬地区に関する取組の推進
　・鹿島田駅周辺地区における都市計画手続や事業化に向けた手続の推進
　・平間駅周辺地区における事業化に向けた協議・調整
③民間開発の誘導

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1.07 1.25 1.13 1.22

12,57512,105

事務事業コード

40502060

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

南武線沿線まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

都市計画法・都市再開発法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

2,500

0

0

0

2,500

2,160

-

-

-

-

-

0 0

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

説明

3

4
説明

指標分類

1

2

5

説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

11,563

9,063

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①南武線沿線まちづくりの方針策定に向けて、ＪＲ南武線連続立体交差事業のスケジュールや取組内容を踏まえ、局内関係部署や
建設緑政局と、今後の進め方に関する調整を行いました。
②西加瀬地区における「土地利用の基本的な考え方」に基づき事業化に向けた協議・調整を行うなど、取組を推進しました。
　 鹿島田駅周辺地区については、都市計画手続きに向けて、権利者と調整を行うなどの取組を進めました。
③駅周辺のまちづくりに関して大規模権利者と意見交換を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

9,063

-

14,020

2,500

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-2,790

0 0 -

9,605 9,605 9,605

-3,400 2,500 3,000

0

10,620 10,620

-

-

0 0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標

実績

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

目標

実績

13,07912,605

魅力ある都市拠点を整備する

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

①「南武線沿線まちづくり方針」の策定に向けた調整【変更】

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

2,970 2,739

単位

R2年度

3,000

0

2,500 2,790

10,340 10,340 10,340

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

南武線連続立体交差事業の動向を踏まえながら、各駅周辺の土地利用や民間開発の誘導を行っており、その結果、西加瀬地区に
おいては、基本的な考え方に基づいて、事業者が地元などと協議調整を行うことで、土地利用の方向性を定めることができるなど、
魅力的なまちづくりに向けて、徐々に効果が上がってきています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

これまでの拠点整備の波及効果を効率的かつ効果的に活用するとともに、新型コロナウィルスなどによる社会変容等を踏まえ、沿
線のまちづくりを進めていく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

西加瀬地区については、土地利用の方向性を定めることができ、さらに、事業者との連携、周辺町内会等と
の意見交換を行いながら、地域に必要な土地利用誘導が進んでいます。また、鹿島田、平間地区について
も、民間による土地利用転換の機会を捉え、適切な土地利用誘導の検討が進んでいることから、やや施策
に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

土地利用転換の機会を適切にとらえた土地利用誘導を図ることで、民間活力を活かしながら、魅力的なまちづくりに向けた事業の
効率性が高まります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

南武線連続立体交差事業及び沿線まちづくりの必要性について、市民の関心は高く、戦略的・機動的にまちづくりを推進していく必
要があります。
西加瀬地区においては、具体の取組、鹿島田地区、平間地区おいては将来土地利用について適切に誘導する必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 30 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H30年度：「西加瀬地区における大規模土地利用誘導の基本的な考え方」を策定しました。
H27年度：「沿線まちづくりの基本的な考え方」を示しました。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

南武線連続立体交差事業の動向や新型コロナウィルスなどによる社会変容等を踏まえながら、沿線の土地
利用転換の機会を適切に捉え、地域の実情に応じた必要な取組を推進していきます。また、西加瀬地区に
ついては、具体の取組について事業者や周辺町内会と継続して調整し、必要な手続きに向けた協議を適切
に行います。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 1,500

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

3,000

0

0

0

3,000

2,000

12,312

3,0001,947

-

-

事務事業

－

24,299

10,365

13,365 11,136 10,836

沿線住民等

南武支線沿線地域の市民・事業者・行政がめざすべき将来像（30年度を展望）を「地域と未来をつなぎ、発展を続ける、安全・安心な
誰もが暮らしやすいまち」と設定し、持続的な発展を図ります。

　小田栄駅の設置や新たな密集市街地の取組を契機に、交通結節機能の改善などによる鉄道軸の強化や防災面を含めた住環境
の改善などの取組を戦略的かつ段階的に行うことにより、沿線地域の持続的な発展に向けたまちづくりを推進します。

①「南武支線沿線まちづくり方針」に基づく取組の推進
②「小田周辺戦略エリア整備プログラム」に基づく道路機能強化等の取組の推進
③南部防災センター敷地における土地利用方針に基づく取組の推進
④多目的広場等における取組の推進

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

2.55 1.22 1.18 0.96

12,95613,030

事務事業コード

40502070

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

505600 まちづくり局市街地整備部防災まちづくり推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

南武支線沿線まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

3,000

0

0

0

3,000

2,700

-

-

-

-

-

0 1,350

4

15
回

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

地域住民との懇談会等の実施回数

説明

実績

目標

目標

実績

24,599

21,599

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①町内会ごとに懇談会を計３６回実施し、地区の課題に対する対応策である地区計画やまちのルールづくりについて議論を進めた
結果、地元の防災への意識醸成が図られました。
②道路機能強化等の取組については、懇談会の中で、町内会ごとにまち歩きを実施し、実際に地区の状況や課題を確認するととも
に、当該地区における防災上重要な道路の配置の提案を行い議論を進め、意見聴取を行いました。
③④南部防災センターの事業計画及び多目的広場等の整備計画については、新型コロナウィルス感染症の影響があったことを契
機に、社会変容を見据え、将来の変化に対応できるよう段階的なまちづくり方策を検討し、併せて民間活用を想定した事業スキーム
等の検討を行い、第３期実施計画期間中の南部防災センター敷地等の利活用方針とりまとめに向けて取組を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

4

6

4

36

21,599

-

12,365

3,000

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-1,350

0 0 -

10,030 10,030 10,030

-1,000 3,000 1,500

0

10,365 10,365

-

-

0 0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

防災意識の醸成やまちのルールづくりなどに向けた地域住民との懇談会等の実施

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

1,000

－

目標

実績

10,55613,030

魅力ある都市拠点を整備する

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

③南部防災センター事業計画の検討
④多目的広場等の整備計画の検討

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

予決算
（単位：
千円）

2,926 2,420

単位

R2年度

3,000

0

3,000 2,700

8,136 8,136 8,136

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

町内会ごとの懇談会を開催し、丁寧な議論を進めた結果、地域住民の防災意識の醸成が図られたことから、成果が徐々に上がって
います。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

　小田栄駅設置や南武支線の増便などの機能強化や密集市街地の改善に向けた新たな取組方針の策定などの状況変化を捉え、
沿線のまちづくりを推進していく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

地域における喫緊の課題である密集市街地の改善を着実に推進するための整備プログラムの策定やURと
の基本協定締結により、沿線のにぎわい創出や防災性の向上、住環境改善に向けた体制が整い、URとの
連携による地域住民との懇談会の開催等による防災意識の醸成が進んでいることから、施策に貢献してい
るものと考えます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

密集市街地の改善に向けた効果的な事業手法等の検討について、他都市で密集市街地改善の実績を複数有するUR都市機構へ
委託を実施しています。
南部防災センター敷地等の活用については、民間事業者を活用することでより効率的な事業となる可能性があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

南武支線沿線地域については、高齢化や人口減少などにより活力低下が懸念されることや密集市街地を抱えていることなどから、
沿線まちづくり方針や整備プログラムに基づき、にぎわいの創出や防災性の向上、住環境の改善などの取組を推進する必要があり
ます。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 30 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H30年度：UR都市機構と「小田周辺戦略エリアにおけるまちづくりの推進に関する基本協定」を締結しました。
H30年度：「南武支線沿線まちづくり方針」に位置付けられた小田周辺地区戦略エリアにおける「小田周辺戦略エリア整備プログラ
ム」を策定しました。
H29年度：身近な地域が連携した沿線まちづくりを推進するため「南武支線沿線まちづくり方針」を策定しました。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた新たな生活様式などの社会変容を見据え、UR都市機構と連
携し、地区全体の将来像について検討を進めるとともに、南部防災センター敷地等の利活用について、より
丁寧な地元意見聴取に努めながら検討を進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？


